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第４号様式（第１０条関係） 

会 議 録 （要 旨）  

会 議 名 令和６年度第３回武蔵村山市子ども・子育て会議 

開 催 日 時 令和６年９月３０日（月）午後７時から午後９時５分まで 

開 催 場 所 武蔵村山市役所３階 ３０１会議室 

出 席 者 及 び

欠 席 者 

出席者：木村会長、荒井副会長、高山委員、押本委員、髙橋委員、杉

原委員、田中委員、小川委員、原田委員、前田委員 

欠席者：若山委員、夏井委員、波田委員、細谷委員、亀田委員 

事務局：子ども家庭部長、子ども政策課長、子ども育成課長、児童担

当課長、子ども子育て支援課長、子ども政策課子ども政策係

長、子ども育成課保育・幼稚園係長、子ども育成課保育・幼

稚園係担当 

受託業者：株式会社名豊 

議 題 
⑴ 計画素案について 

⑵ その他 

結 論 

（決定した方針、残

された問題点、保留

事項等を記載す

る。） 

議題について 

⑴ 各委員からいただいた指摘事項等に基づき、事務局で検討・修正

する。 

⑵ 次回の会議は、１０月下旬を予定している。日程が決まり次第連

絡する。 

審 議 経 過 

（主な意見等を原

則として発言順に

記載し、同一内容は

一つにまとめる。） 

 

（発言者） 

◎印＝委員長 

○印＝委員 

●印＝事務局 

１ 開会 

 

２ 報告事項 

 ⑴ 令和６年度第２回武蔵村山市子ども・子育て会議の会議結果に

ついて 

 ⑵ 子ども計画（素案） 第２章に係る意見等とその対応について 

 ―事務局から報告事項⑴⑵について説明― 

 

＜質疑応答＞ 

 特になし。 

 

３ 議題 

⑴ 計画素案について 

 ―事務局から計画素案について説明― 

 

＜質疑応答＞ 

◎ １２ページの下段に「少子化対策について」の説明書きがあり、

そこで、少子化対策に位置付けられる施策については「少子化対

策」のマークを示す旨記載されているが、該当箇所ごとに「少子

化対策」とマークが入っていることに違和感があるため、基本理

念において少子化対策の説明を記載し、「少子化対策」のマーク

については、全て削除した方がよいと考える。 

○ 「少子化対策」のマークについて、多くの箇所に示されている

印象があるため、基本理念の箇所にまとめて記載できるのであれ

ば、修正した方がよいと考える。 

● 子ども計画を策定するに当たり、少子化に対処するための施策

を記載するよう国から示されたガイドラインにあったため、個々

の施策ごとに着目して素案を作成したところだが、どの施策が少
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子化対策でどの施策が少子化対策ではないか明確化することが

困難なところもあるため、基本理念のところに、少子化対策につ

いての説明書きを記載するよう修正する。 

◎ １２ページの少子化対策についての説明文言は、こども未来戦

略の加速化プランの内容であり、本内容は２０００年半ばにでき

た少子化対策基本法から移行しているものであるため、基本理念

の場所に少子化対策の内容を記載する際には、こども未来戦略の

内容をそのまま記載した方がよいと考える。 

  なお、第１章においてはこども未来戦略について触れていない

ため、基本理念に少子化対策についての内容を記載するのであれ

ば、第１章との整合性もとる必要があるのではと考える。 

◎ ５ページの「第４節 事業一覧」だが、１－１（１）子育て支

援サービスの充実、（２）情報提供および相談機能の充実とある

が、相談機能の方を最初に記載した方がよいのではないか。 

大きい枠組として総合相談があり、その下に各種サービスが並

んだ方がよい。そのため、順番を入れ替えた方がよいのではない

かと感じる。 

現在記載されているものだと、（１）及び（３）に具体的なサー

ビス（施策）が並んでいるイメージとなるため、まずは（２）の

相談機能についてどのようなものがあるのかを先に示した方が

よいと考える。 

なお、本内容については、次の第４章で具体的な内容に入るた

め、そこで改めて内容を見ながら意見させていただく。 

 ○ １５ページの項目番号１０「地域子育て支援拠点事業」につい

て、先の項目で幼稚園も同じような支援事業を行っているが、４

１ページに記載されている項目番号１２２「幼児対象子育て支援

事業」とは別物と考えていいのか。 

 ● 「地域子育て支援拠点事業」については、現在市内の保育園４

園で行っている園庭開放や広場での交流のような事業を指して

いる。幼稚園も園庭開放を行っていただいているが、本内容につ

いては、幼稚園か保育園かで事業を分けているというよりは、国

の分け方に沿って、「地域子育て支援拠点事業」と「幼児対象子

育て支援事業」に分けて記載しているところである。 

 ◎ 地域子育て支援拠点事業は、いわゆるひろば事業であると思う

が、武蔵村山市の場合、保育所や幼稚園で園庭開放も含めてその

ような広場をやっているのか。 

ひろば事業については予算がついて週何回以上、職員をそこに

配置するものになっているはずだが、保育所や幼稚園の園庭開放

というと幼稚園や保育所に広場としての部屋を持ち、園庭と室内

とを使えるようにしているということか。 

 ● 地域子育て支援拠点事業の事業内容については、「保育所の園

庭等を開放し、…」という文言が先頭に来ているところだが、園

庭開放についてはイベント的な要素が強いものとなっている。主

たる内容としては、乳幼児及びその保護者の交流の場、子ども同

士・親御様同士の交流の場の提供、子育て相談などが該当する。 

各種イベントの中にクリスマス会や誕生日会といったものも

入るが、その中で中心になるのが園庭開放というような位置づけ

である。 

いわゆる幼稚園での園庭開放は、教育的な意味合い、子どもが

遊びを通じて学ぶといったそういったところが強いという印象

がある。 

 ◎ それは幼児対象子育て支援事業の園庭開放の話か。 

● そのとおりである。 
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〇 保育園という立場と幼稚園という立場で、受け入れ方が違うと

いうのはよく理解しているが、幼稚園も現在園児が減少してお

り、保護者の方を呼び込んで少しでも親御様同士の交流を作りな

がらやっているので、保育園とあまり変わりがないのかという部

分も含めて違いを確認したかったため、質問させていただいた。 

◎ 地域子育て支援拠点事業と幼児対象子育て支援事業について、

それぞれ事業を展開しているという話であったが、どちらも園庭

開放や交流の場を設けていて、情報提供や子育て相談をできる場

所ということなのであれば、両事業については並列にして記載し

てもよいのではないか。 

● １５ページに地域子育て支援事業と幼児対象子育て支援事業

を並列で記載し、４１ページの幼児教育の充実の箇所に再掲で記

載するということか。 

◎ そのとおりである。 

● 修正する。 

○ 「保育所及び幼稚園の園庭開放等」と一括りにしてもよいので

はないか。 

● 幼稚園と保育園では教育や相談体制の部分や補助金の有無等

で機能が違うので、まとめるのは難しいと考える。 

◎ 地域子育て支援拠点事業の現状と目標値に「４か所」と「６か

所」と記載されているが、これは保育所が行っているのか。 

● そのとおりである。 

◎ 他市の場合はＮＰＯだったり、親御様が皆で自主的に行ったり

しているところがあるので、保育所で行っているのは安心でき

る。 

  園庭等の開放がメインの事業ではなく、「乳幼児及びその保護

者の交流の場」というのが拠点事業の一番の目的なのであれば、

園庭開放については、記載位置を後半に移動させたほうがよいの

ではないか。 

  児童福祉法の中では地域子育て支援拠点とは大体が屋内と

なっており、園庭等の屋外スペースをもっている所もあるが、特

に保育所や幼稚園だけに限らず運営する実施主体は様々で、マン

ションの一室などで実施する自治体もあるので、拠点事業の目的

が交流の場の提供や、子育て相談というものであれば、園庭開放

の記載については後半にしたほうが誤解を生まず、拠点事業の趣

旨がより伝わると思う。 

● 記載内容について検討する。 

◎ １５ページの項目番号９「子ども家庭センター事業」について

は、「（１）子育て支援サービスの充実」の箇所ではなく、「（２）

情報提供及び相談機能の充実」の箇所に記載した方がよい。また、

項目番号２８「子育て世帯包括支援センター（ハグはぐ・むらや

ま）」については、もう少し上位に記載した方がよい。 

  項目番号２３「こども基本法及び児童の権利に関する条約の普

及啓発」については施策として大きいため、その下に相談機関の

大きいものから順に並べていく形がよいと考える。 

  １点確認だが、「子ども家庭センター」と「子育て世帯包括支

援センター」については、どちらのセンターも統合するのではな

く、存続していくのか。 

● 子ども家庭センターの中に子育て世代包括支援センターと子

ども家庭支援センターというのがある。その２つが一緒になった

センターが子ども家庭センターである。 

○ 子ども家庭センターの担当部署はないのか。 

● 子ども家庭支援センターという部署と子育て世代包括支援セ
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ンターという部署が子ども家庭センターに属している。国から児

童福祉と母子保健の２つを一体的に提供するよう指示があった

ことからできたのが子ども家庭センターである。 

◎ 例えば、相談が入った場合は子ども家庭センターに一旦内容が

届いてから、各部署に振り分けられるのか。また、統括する部署

はあるのか。 

● 子ども家庭センターというのは機能としてのセンターであり、

子ども子育て支援課と捉えていただきたい。子ども子育て支援課

は、母子保健係と子ども家庭支援センター係という２つの係を

持っている。子ども子育て支援課＝子ども家庭センターと考えて

いただきたい。 

  母子の相談があった場合には、ハグはぐ・むらやま（子育て世

代包括支援センター）から相談があがってきたり、直接保育園や

学校からの相談で子ども家庭支援センター係が受けたりする

ケースもある。また、母子保健係と子ども家庭支援センター係が

一緒になって支援をするほうがよいというケースかどうかを諮

るのに合同ケース会議を開催している。合同ケース会議について

は、統括支援員である子ども子育て支援課長の指示のもと会議を

開催し、支援の対象ケースを定めていく。 

乳児に対する相談・支援は母子保健係が対応し、母親であった

り母子とは関係なかったりする部分での相談・支援は子ども家庭

支援センター係の職員が行う。一つの世帯に対して両係で支援し

ていくというのが子ども家庭センターである。 

 ◎ 子ども家庭センターは子ども子育て支援課であることと、合同

ケース会議という仕組みを持っていることについて理解するこ

とができた。 

そうすると、項目番号９「子ども家庭センター事業」の説明に

おいて、「子育て世代包括支援センターと子ども家庭総合支援拠

点の設置意義や機能を統合し…」とあるが、相談機能として大き

なものは「子ども家庭センター」であり、次いで「子ども家庭支

援センター事業」、「子育て世代包括支援センター（ハグはぐ・

むらやま）」という並びか。 

● そのとおりである。そのため、４７ページの項目番号１５２「子

ども家庭支援センター事業」については、記載位置を「（２）情

報提供及び相談機能の充実」のところに移動し、項目番号２３の

次に「子ども家庭センター事業」、「子ども家庭支援センター事

業」、「子育て世代包括支援センター（ハグはぐ・むらやま）」

を並べて記載するよう修正する。 

◎ １８ページの項目番号２４「地域子育て相談機関事業」とあり、

目標値について「実施機関６か所」としているが、何か相談機関

を設置する予定があるのか。 

● 本内容については、事務局で改めて整理させていただく。 

○ ３２ページの項目番号８５「プレコンセプションケア」につい

てだが、「プレコンセプションケア」というのはどのようなもの

なのか伺いたい。 

● プレコンセプションケアとは妊娠をまだ考えない若年期から

将来の妊娠を考えるに至る生育も含め、性に関する知識や妊娠等

に対する考え方、将来の妊娠に備え自らの健康意識を高め、後悔

のないように健康的な生活をしていただくような教育のことを

指し、妊娠前後も含めてより安全に妊娠・出産していただくため

の知識や栄養に関する学びを継続的に若いうちから行っていく

施策のことをプレコンセプションケアと言う。 

妊娠をした段階からではなく、それ以前の中学生や小学生の頃



5 

 

から自分の体を大切にしていくという趣旨のもと実施するもの

である。 

 ◎ 説明文の一番上に「不妊、予期せぬ妊娠や基礎疾患を持つ…」

という言葉が並んでしまうと、プレコンセプションケアの本来の

「正しい知識を身に付けて安全安心な妊娠出産を」といったとこ

ろが伝わりにくい。国立成育医療研究センターの説明にもあるの

で、今説明されたことを記載した方がよいと考える。そのため、

説明文については、最初に「幼い頃から正しい知識を身につける、

安全健やかな妊娠・出産につなげる」などといった文言を記載し、

そのあとに「不妊や予期せぬ妊娠などについての相談支援を行

う」といった内容を記載した方がよいのではないか。 

 ● 記載内容について検討する。 

 〇 令和６年度と令和１１年度の比較において、１つの例として１

９ページの項目番号３２の令和６年度の現状が「実施」で、令和

１１年度の目標が「アウトリーチ支援の強化」となっているが、

色々な表現が使われているので、なるべく統一的にした方がよい

のではないかと感じた。 

例えば、本内容については、現状を「実施」、目標を「拡充」

と表記して、「拡充」の下に併記するような形で「アウトリーチ

支援の強化」などとすると分かりやすいのではないか。そのほか

のページでも表現がばらばらなところがあるため、表記方法につ

いて整理した方がよいと考える。 

 ● 修正内容について検討する。 

 ○ ４０ページの項目番号１２０「スクールカウンセラーの配置」

の事業内容を見ると、「スクールカウンセラーを配置する」となっ

ているが、既に全小中学校に配置していると思うので、記載内容

を修正した方がよい。 

 ● 修正する。 

 ○ ５８ページの項目番号１９５「特別支援学級」についてはホー

ムページを見たところ、令和７年度に十小は情緒固定学級と知的

固定学級を、一小は情緒固定学級を設置する予定なので、継続と

いうよりは拡充というような表現がよいのではないか。 

 ● 修正する。 

 ○ ５９ページの項目番号１９７「特別支援教室」については事業

内容の最後に「特別支援教室の設置を進める」と記載しているが、

既に全ての学校において設置済みであるため、記載内容を修正し

た方がよい。 

 ● 修正する。 

 ○ ３７ページの項目番号１０２「帰国子女指導事業」については

現状と目標が「実施」「継続」となっているが、６３ページの再

掲内容と記載内容が異なっているため、一律の内容を記載した方

がよい。 

 ● 記載誤りのため、修正する。 

 ○ ２０ページの項目番号３５「スポーツ少年団運営支援事業」に

ついて、目標が「９団体」となっているが、ここだけ急に目標値

が高くなっているため、見通しがあって９団体としているのか伺

いたい。また、現在のスポーツ少年団３団体について伺いたい。 

 ● 所管課に確認したところ、目標としている９団体については現

時点で定まっていないが、目標値として９団体に対して支援を実

施していきたいと伺っている。なお、現在支援している３団体に

ついては手持ちの資料がないため不明である。 

 ○ ６２ページの項目番号２１１「ヤングケアラー支援体制強化事

業」については、令和６年度の現状が「検討」となっているがど
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のような状況か伺いたい。 

 ● ヤングケアラー支援体制強化事業については、コーディネー

ターが現在専門研修を受けている状態である。その研修が終わる

のが令和６年度中であり、令和７年度には研修を受講終了した者

がヤングケアラーのコーディネーターとして１名、子ども子育て

支援課に配置され、職員がその役割を担う予定である。 

詳細な実態把握調査については子どもについてのアンケート

調査等を他の計画等のバランスを鑑みて、子どもの負担にならな

い程度にアンケート調査ができるかどうかを教育委員会と調整

して児童・生徒への実態把握調査を考えていきたい。実施時期に

ついては現在のところ未定である。 

○ ヤングケアラーに関する内容については、喫緊の課題であり、

大変な子どもが多いと感じているので、なるべく早急に取り組ん

でいただきたい。 

◎ ヤングケアラーのコーディネーターの養成については、令和６

年度に実施中であるのか。 

● 現在、コーディネーターは研修受講中で、令和６年度には資格

を取得する予定である。子ども計画を令和７年３月に策定という

ことになると、令和６年度中に研修を受講し終えるので、計画が

発表される頃には実施という内容でできるかと思われる。 

  ただ、現時点では研修を終えていないので、現状値を「検討」

としている。 

◎ 令和１１年度の目標は「実施」で、実施の具体的内容として「実

態調査の実施」と「コーディネーターの配置」となっているが、

既に令和６年度末にコーディネーターの配置がされていたとし

たら、令和１１年度の目標は「継続」になるのではないか。 

● 令和６年度に限れば研修が終了するまでであり、コーディネー

ターの配置自体は令和７年度になる。 

◎ コーディネーターの設置に向けて現在研修を行っているので

あれば、現状値を「検討」とするのはもったいないと感じた。 

令和６年度には研修が終わり、令和７年度にはコーディネー

ターを配置するのであれば、本内容については、現状値と目標値

の設定について改めて検討していただきたい。 

 ○ ４９ページの項目番号１５９「健やかひろば事業」については、

令和６年５月から始まった事業なので、現状値については「実施」

でよいのではないか。 

 ● 表現の統一というところで、本内容についても検討させていた

だく。 

 ◎ ３０ページの項目番号７９「家事育児サポーター事業」につい

て、３歳未満の児童を養育している家庭に対して訪問型の育児家

事支援を行うという事業とのことだが、１７ページの項目番号２

０に新規で「子育て世帯訪問支援事業」がある。よく似た事業だ

と思うが、別事業ととらえてよいか。 

 ● 「子育て世帯訪問支援事業」が国からの児童福祉法の改正によ

り行う必要があるものであり、量の見込みも行う必要がある事業

であるが、事務局としても「家事育児サポーター事業」とは似て

いる事業と思っている。 

家事育児サポーターは元々実施している事業ではあるが、子育

て世帯訪問支援事業と統一にするか別々にするかは改めて整理

し、検討させていただきたい。 

 ◎ どちらも要支援であるとか要支援の恐れのあるというように、

「家事育児サポーター事業」についても「支援を必要としている」

という言葉が入っているので、よく似ている事業という印象はあ
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る。 

 ● 家事育児サポーター事業については、現状の制度としては特に

理由を必要としていない。 

 ◎ 理由を問わないのであれば別々に記載した方がよいと考える。

市民にとっては理由を問わず３歳未満であれば支援をいただけ

るのはとてもありがたい話であると思う。 

◎ 第二期子ども子育て支援事業計画の施策の進捗状況報告の際

には、各施策をＡ・Ｂ・Ｃで評価するとともに、実績値について

も具体的な数字があがっていたかと思うが、現在示されている素

案では、「実施」「継続」といった表記が多く感じる。 

これから、現状値と目標値については記載内容が変わっていく

ものなのか。 

 ● 本日、様々な御意見をいただいたことから修正等を行っていく

こととなるが、現状と目標については、数値化できるものは数値

化しており、数値化していないものについては数値化することが

馴染まなかったり、具体的な数値目標が立てられなかったりする

ため、「実施」「継続」という表現になっているのが現状である。 

以前から実施していて、どんどん事業展開していくタイプの事

業ではないものは数値化するのが難しいというところである。変

更は可能だが所管課と事務局の間で調整した結果が、現在の素案

となっている。 

◎ 令和５年度の施策の進捗状況一覧は公表されているのか。 

● 令和５年度についてはまだ公表していないが、令和４年度以前

については公表している。 

◎ 数値目標をたてるのが馴染まなかったり、設定しにくかったり

するところはあるかもしれないが、進捗状況一覧においてしっか

りと実績値を示しているので、令和６年度の現状のところに入れ

ないのはもったいないと考える。 

● 第二期計画についても「実施」「継続」という記載の仕方が多

く、進捗状況調査の中で数値化しているところである。 

ただし、例えば相談件数は増えればいいというものでもなく、

減ればそれもいいのかということなので、数値化が難しい。 

実績として、相談件数何件だったという部分は事業を継続して

行っているという見せ方として進捗状況調査で数値を出してい

るところである。 

なお、事務局から所管課に対して各施策の調査依頼をかけてい

るが、数値化することが困難な旨の報告を多く受け、その結果、

「実施」「継続」といった設定値になっている。 

● 本日新たに机上配布した資料については、６０ぺージの「４ 

生活困難を抱える子ども・若者と子育て家庭への支援」の記載内

容を修正したものであるため、読み替えていただくようお願いす

る。 

 

⑵ その他 

  特になし。 

 

４ その他 

 ⑴ 次回会議の開催日程について 

● 次回の会議については、１０月下旬を予定している。日程につ

いては決まり次第連絡する。 

 

５ 閉会 
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会議の公開・非

公 開 の 別 

☑公 開              傍聴者：  ０  人 

□一部公開 

□非 公 開 

 ※一部公開又は非公開とした理由 

 

 

 

 

 

会議録の開示・非

開 示 の 別 

☑開 示 

□一部開示（根拠法令等：                ） 

□非 開 示（根拠法令等：                ） 

 

庶 務 担 当 課 子ども家庭部 子ども政策課 （内線：１７５ ） 

（日本産業規格Ａ列４番）  


